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なお、共生型訪問介護事業所のサービス提供責任者と指定居宅介護事業所等のサービス

提供責任者を兼務することは差し支えないこと。 

③ 管理者 

指定訪問介護の場合と同趣旨であるため、第３の一の１の（３）を参照されたいこと。

なお、共生型訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護事業所等の管理者を兼務することは

差し支えないこと。 

（２） 設備に関する基準 

指定居宅介護事業所等として満たすべき設備基準を満たしていれば足りるものであること。 

（３） 指定訪問介護事業所その他の関係施設から、指定居宅介護事業所等が要介護高齢者の支

援を行う上で、必要な技術的支援を受けていること。（居宅基準第 39 条の２第２号） 

（４） 運営等に関する基準（居宅基準第 39 条の３） 

居宅基準第 39 条の３の規定により、居宅基準第４条及び第２章第４節の規定は、共生型訪問

介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３を参照されたいこと。 

（５） その他の共生型サービスについて 

高齢者と障害者・障害児に一体的にサービス提供するものであって、 

・ デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイについて、障害福祉制度と介護保

険制度の両方の基準を満たして両方の指定を受けているもの 

・ 法令上、共生型サービスの対象とされているデイサービス、ホームヘルプサービス、ショ

ートステイ以外のサービス（例えば、障害福祉制度の共同生活援助と介護保険制度の認知症

対応型共同生活介護）について、障害福祉制度と介護保険制度の両方の指定を受けているも

の 

・ 障害福祉制度の基準を満たして指定を受け、かつ、介護保険制度の基準該当サービスを活

用しているもの 

についても「共生型サービス」であり、地域共生社会の実現に向け、これらの推進も図られる

ことが望ましいこと。 

なお、共生型サービスは、各事業所の選択肢の一つであり、地域の高齢者や、障害者・障害

児のニーズを踏まえて、各事業所は指定を受けるどうか判断することとなる。 

５ （略） 

二 訪問入浴介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）～（５）  （略） 

（６） 準用 

居宅基準第 54 条の規定により、居宅基準第８条から第 19条まで、第 21条、第 26条、第 30

条から第 34 条まで及び第 35 条から第 38 条までの規定は、指定訪問入浴介護の事業について準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ （略） 

二 訪問入浴介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）～（５）  （略） 

（６） 準用 

居宅基準第 54 条の規定により、居宅基準第８条から第 19条まで、第 21条、第 26条及び第

30 条から第 38条までの規定は、指定訪問入浴介護の事業について準用されるため、第３の一の
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用されるため、第３の一の３の（１）から（９）まで、（11）、（14）及び（20）から（22）

まで、（24）から（28）まで（（20）の②なお書きを除く。）を参照されたい。この場合にお

いて、居宅基準第 31 条中「設備及び備品等」とあるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その

他の設備及び備品等」と読み替えられることに留意するものとする。 

４ 基準該当訪問入浴介護に関する基準 

（１）～（３）  （略） 

（４） 運営に関する基準 

居宅基準第 58 条の規定により、居宅基準第８条から第 14条まで、第 16条から第 19 条まで、

第 21 条、第 26 条、第 30 条から第 34 条まで、第 35 条、第 36 条（第５項及び第６項を除く。）、

第 36 条の２から第 38条まで及び第 44 条並びに第４節（第 48 条第１項及び第 54条を除く。）

の規定は、基準該当訪問入浴介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の

（１）から（５）まで、（７）から（９）まで、（11）、（14）及び（20）から（22）まで、

（24）から（28）まで（（20）の②なお書きを除く。）並びに第３の二の３を参照されたい。

この場合において、準用される居宅基準第 48 条第２項の規定は、基準該当訪問入浴介護事業者

が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果的に保険給付の対象となる場合も

ならない場合も、特例居宅介護サービス費を算定するための基準となる費用の額（100 分の 90

又は 100 分の 80を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じることを禁ずることにより、結

果的に保険給付の対象となるサービスの利用料と、保険給付の対象とならないサービスの利用

料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣

旨である。なお、当該事業所による訪問入浴介護が複数の市町村において基準該当訪問入浴介

護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異なることは認められないもので

ある。 

三 訪問看護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）～（３） （略）  

（４） 主治医との関係（居宅基準第 69条） 

①～③ （略） 

④ 指定訪問看護事業所が主治医に提出する訪問看護計画書及び訪問看護報告書については、

書面又は電子的な方法により主治医に提出できるものとする。ただし、電子的方法によって、

個々の利用者の訪問看護に関する訪問看護計画書及び訪問看護報告書を主治医に提出する場

合は、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守し、安全な

通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記名・押印に代わり、厚生労働省の定

める準拠性監査基準を満たす保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI:Healhcare Public Key 

Infrastructure）による電子署名を施すこと。 

３の（１）から（９）まで、（11）、（14）及び（19）から（26）まで（（19）の②なお書き

を除く。）を参照されたい。この場合において、居宅基準第 31 条中「設備及び備品等」とある

のは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」と読み替えられることに留意

するものとする。 

４ 基準該当訪問入浴介護に関する基準 

（１）～（３）  （略） 

（４） 運営に関する基準 

居宅基準第 58 条の規定により、居宅基準第８条から第 14条まで、第 16条から第 19 条まで、

第 21 条、第 26条、第 30 条から第 35 条まで、第 36 条（第５項及び第６項を除く。）、第 36

条の２から第 38条まで及び第 44条並びに第４節（第 48条第１項及び第 54 条を除く。）の規

定は、基準該当訪問入浴介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の（１）

から（５）まで、（７）から（９）まで、（11）、（14）及び（19）から（26）まで（（19）

の②なお書きを除く。）並びに第３の二の３を参照されたい。この場合において、準用される

居宅基準第 48 条第２項の規定は、基準該当訪問入浴介護事業者が利用者から受領する利用料に

条の26、第３条の32から第３条の36まで、第３条の38、第３条の39、第28条、第32条、第33条、

第34条第１項から第４項まで及び第 80 条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

事業に準用されるものであるため、第３の一の４の(４)、(５)、(13)、(17)及び(23)から(25)

ならないサービスの利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を

設けることを禁止する趣旨である。なお、当該事業所による訪問入浴介護が複数の市町村にお

いて基準該当訪問入浴介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異なるこ

とは認められないものである。 

 

三 訪問看護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）～（３） （略） 

（４） 主治医との関係（居宅基準第 69条） 

①～③ （略） 

（新設） 
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